
　社会資本総合整備計画 事後評価書
計画の名称 長野県再開発事業等によるまちづくり計画

計画の期間   平成２７年度 ～   令和０２年度 (６年間) 重点配分対象の該当

交付対象 長野市,佐久市,塩尻市,岡谷市,上田市,伊那市

計画の目標 市街地再開発事業等により、土地の合理的かつ健全な高度利用、都市機能の更新、建築物の耐震化を進め、既成市街地のゆとりある住環境の再整備を図り、賑わいがある快適で暮らしやすいまちづくりを進める。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               1,457  Ａ               1,457  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H27当初 R2末

   1 市街地における歩行者・自転車通行量の増加

市街地内の６地点における歩行者・自転車通行量を調査する。【調査地点】①権堂大通り（長野市）、②南千歳（長野市）、③末広町（長野市）、④塩尻駅前（塩尻市

）、⑤中央町（岡谷市）、⑥えんぱーく（塩尻市）、⑦上田駅お城口～海野町における５地点（上田市）

80594人 人 80886人

   2 市街地における定住人口の割合の増加

市街地の５地区（長野市、塩尻市、岡谷市、上田市、伊那市）の定住人口を調査し、市域全体に対する定住人口の割合を算出する。 37% % 39%

（市街地における定住人口の割合）＝（市街地における定住人口）/（各市域全体の定住人口）

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

平成27年度からの継続事業(H27～R2　6年間)

1 案件番号：0000434416 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-001

住宅 一般 長野市 直接 長野市 － － 基本計画等策定等事業（

長野中央西地区）（1-A1

）

計画コーディネート業務 　

約72ha

長野市  ■           8 －

平成31年からの継続事業（平成31年～令和2年（2年間））

A16-002

住宅 一般 佐久市 間接 民間 － － 基本計画等作成等事業（

岩村田地区）

基本計画作成、計画コーディ

ネート業務

佐久市  ■          32 －

A16-003

住宅 一般 長野市 間接 民間 － － 優良建築物等整備事業（

南石堂A-1地区）（1-A3）

敷地の共同化、商業施設等　

0.25ha 

長野市  ■          10 －

平成28年からの継続事業（平成28年～令和2年（5年間））

 小計          50

合計          50

1 案件番号：0000434416 
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事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

「長野県建設部社会資本総合整備計画評価実施要領」に基づき実施する。
事後評価の実施体制

          案件番号：0000434416

整備計画の交付期間の最終年度に予定しているすべての要素事業が完了した後、
速やかに実施する。 （翌年度へ繰り越す要素事業がある場合は、当該事業が完
了した後、実施する。）

長野県公式ホームページにおいて公表する。

【指標1】
・当指標に関しては事業成果により発現した効果に対して、コロナ禍による減少要因の影響が極めて大きかったと考えられる。
・新型コロナウィルス感染症対策における行動制限・行動変容等、いわゆる「密」を避ける社会情勢による影響が、市街地にお
ける歩行者・自転車通行量の減少に顕著に表れたと思われる。
【指標２】
・コロナ禍による経済的な影響により、新規住居への投資や居住地移転の潮流に停滞が生じ、目標値の達成に至らなかったと考
えられる。

優良建築物等整備事業により建設された建物は入居状況も良く、またスーパー等の商業施設も計画通りに営業されており、公
開空地等の整備と合わせて市街地の住環境の向上が図られている。
また、長野市で策定した市街地総合再生基本計画には、市街地再開発事業や歩行者優先道路化事業等が重点プロジェクトとして
位置付けられ、市街地におけるにぎわい創出や、ゆとりある住環境整備の推進に寄与している。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

市街地における歩行者・自転車通行量の増加

最　終
目標値

80886人
コロナ禍における行動制限や、通勤・通学形態の変化、生活様式の変容等による影響が考えられる。

最　終
60918人

実績値

 2

市街地における定住人口の割合の増加

最　終
目標値

39%
コロナ禍による経済的な影響から、住居への投資や居住地の移転に停滞が生じたことが考えられる。

最　終
37%

実績値

1 案件番号：0000434416




